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放射線災害からの復興という重く大きな課題をもつ日本において、看護職が忘れてならないのは、国際放射
線防護委員会 （ICRP） が「公衆の健康と教育を担う専門職による国民的な放射線防護文化の普及が災害復旧の
鍵である」と述べていることである1）。
「放射線防護文化」は、人々の心のもち方、価値観、行動、そして健康的な生活の発展に着目した概念であ
る2）。行政は放射線防護の基準や指針を示し、組織体や個々の人々はそれに従う。このトップダウンのアプ
ローチは放射線防護に不可欠であるが、それだけでは不十分である。質の高い本当の放射線防護はステークホ
ルダーである「人々」の日常行動に放射線防護が取り込まれてこそ達成される。ここでいう「人々」は、平常
時であれば、放射線を扱う職場・学校の関係者や学生が主に該当すると思えば十分だが、原子力・放射線事故
の復旧期では、日常生活のあらゆる側面に長期のインパクトを受ける地域住民が主要な「人々」である。
ICRPがいう「公衆の健康と教育を担う専門職」、すなわち学校の先生や医療者、の実践の目線は「人々」にあ
る。災害復旧の鍵は、これら専門職が核になって「人々」に放射線防護文化を形成・普及することだと ICRP
はいっているのである。
看護職は、健康の専門職として、実践の場が病院であれ地域・産業・教育であれ、健康文化の普及に力を尽
くしている。看護職がとらえる放射線防護文化は、この健康文化に放射線防護の考えを組み入れたもの、とい
うことができよう3）。
今回のシンポジウムは、行政、教育、看護実践の方々が、放射線災害からの復興に向けた看護職の役割につ
いて講演された。各演者のお話には、看護職による放射線防護文化の形成・普及という共通のテーマが底流と
して流れていたように思う。福島の保健師たちとのパートナーシップで取り組んでいるわれわれの実践的研究
も、「放射線防護文化」がキーワードである4）。
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